
22町財市第 473号
2023年 2月  1日

町田市情報公開。個人情報イ呆護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

町田市長職務代理者

町田市副市長 榎本 悦次

r

個人情報保護条例の規定に基づ く諮問について

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ

しくお願いいたします。

記

1 「市・都民税賦課」「証明書発行等窓口」業務における個人情報業務登録票の変更
について

2 「軽自動車税賦課」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュータ処理
等、外部委託等について

※変更の理由

業務の実態と合っていないため
「        」イま肖U除、 「       」イま追カロ

添付書類
・個人情報業務登録票
。個人情報コンピュータ処理等登録票
・個人情報外部委託等登録票

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  NOil 部 課 名  財務都市民税課
業務の名称

市・都民税賦課
管理責任者  財務都市民税課長

登録年月 日

1989.10,1  2000.11.13  2007.11.12

2008.12.8  2009.5,11  2009.10。 19

2010,9。 13  2010.10.18  2012.12,10

2014.10.20  2014.12.8、  2015.12.14
2016.3.14変 更

収集の時期  回 定期  ■ 随時 収集の方法 ■ 本人等 日 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期
その年度の第 1期納期限
の翌日から7年

◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

適正な市・都民税の賦課
各課共通 寄附・寄贈、番号連携

総務部職員課 給与

財務部財政課 寄附受理

対象となる個人の範囲

0 1月 1自 現在町田市に居住している人
② ①の扶養親族
Э 市内に事務所・事業所又は家屋敷があ
る人で町田市に住所がない人

④ ①、③の相続人
9 ①、③、④に係る成年後見人・保佐人 ;
補助人

③ ⑤が法人の場合(その代理人   |
Э 住居表示実施等に伴う世帯主

財務部納税課

市税収納、市税徴収 (滞納整理)、

国民健康保険税収納、国民健康保険

脱収納 (継承)

防災安全部防災課 災害

市民都市民課及び

各市民センター
住民基本台帳

市民都市民課 戸籍

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業

本人等への明示の方法

申告の手引き等に記載
◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

③各税務署 確定申告書等の課税に関する資料

記録の保管方法

①文書、電子媒体

②書庫、倉庫に保管

②各市区町村 確定申告書等の課税に関する資料

③各事業所
給与支払報告書等の課税に関する資

料

保管上の留意点

書庫、倉庫は施錠 ④都税事務所 個人事業届等の課税に関する資料

備 考
本人等以外から収集の際、通知は省略と

します。



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票  NO.2 部 課 名  財務都市民税課
業務の名称

市・都民税賦課
管理責任者  ～財務部市民税課長
登録年月日

収集の時期  □ 定期  回 随時 収集の方法 回 本人等 □ 本人等以外  □ 目的外利用

記録廃棄の時期 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃止の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的
地域福祉部生活援護課 生活保護

地域福祉部障がい福祉課

身体障がい児・者記録管理、知的障

がい児・者記録管理、精神障がい者

保健福祉手帳

いきいき生活部

保険年金課

国民健康保険税賦課、後期高齢者医

療、後期高齢者医療収納・徴収

いきいき生活都高齢者福祉課 高齢者在宅サービス

いきいき生活部介護保険課 介護保険被保険者管理

対象となる個人の範囲 都市づくり部
土地利用調整課

住居表示

都市づくり部

地区街づくり課
土地区画整理事業 (市施行)実施

学校教育部指導課 都費負担教職員給与

本人等への明示の方法 ◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集)

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

⑤日本年金機構ほか公的年
金等支払者

公的年金等支払報告書

記録の保管方法
③消防署 罹災証明

⑦社団法人 地方税電子化
協議会

1年金特別徴収対象者の課税に関す
る資料

2地方税電子申告システム利用届出
書等

3確定申告書等の課税に関する資料
保管上の留意点 Э市区町村 (地方公共団体

情報システム機構経由)
国人番号を含む本人確認情報

備  考 本人等以外収集の根拠
□法令  □緊急 □公知  □その他



(第 1号様式 2)

業務の名称 市・都民税賦課 部 課 名 財務都市民税課

人

情

個

報

記

録

の

項

目

(1) 基本的項 目 (2) 思想・信条等に関する項目
Э
②

Э
④
Э
③
Э
Э
②
③
9
②
⑭
⑭
⑭
④
9
⑭
④
の
D

氏名

個人番号

住所

性別

生年月日

電話番号

本籍

国籍

世帯主との続柄

親族関係

家庭環境等

住民異動年月日,

異動事由

在留資格

相続人 (推定相続人を含む)

納税管理人

筆頭者

斉計化

認知

電子メールア ドレス

利用者 ID

② 成年後見

の 住民記録システム

注意情報

② 寄附目的

の 出生

の 死亡

の 禁治産・準禁治産

の 父母との続柄

④ 届出人の資格

③ 親権者

⑭ 嫡出子・非嫡出子

② 法定代理人

④ 特別代理人

⑭ 印鑑登録・印影
☆収集の目的

0は個人番号収集の隣
の本人確認に使用する

清報を含む

9は DV被害者等支援
階置を含む

主義

支持

宗教

趣味

主張

政党

嗜好

1

②
3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

②は政党への寄附を

確認するため収集

(‐3) 社会的地位等に関する項目 (4) 成績・資格等に関する項目
職業・職歴

地位

学歴

各種団体加入

賞罰

加入健康保険

加入年金

加入介護保険

学籍

取得医療証

自立支援給付

③
②
3

4
5

③

⑦
③
③
⑩

③
12

☆収集の目的

柔

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

1

2

3

④
5

6

7

8

9

10

11

12

☆収集の目的

弾

(5)財 産・収入に関する項 目 (6) 心身等に関する項目
③ 収入状況

② 財産状況

③ 納税額等
④ 取引状況
⑤ 公的扶助の受給
③ 各種貸付金
7住居の間取り.・ 図面
③ 金融機関名
⑨ 口座番号

`

③ 生活費
③ 地代・家賃
⑫ 年金の受給
③ 手当の受給
⑭ 支給金額 (助成の事実)
⑮ 力日入保険

④ 雇用保険の受給
9上下水道料金
③ 各種手数料等
③ 公共料金

④ 寄附金額 i物品名
の 寄附目的

☆収集の目的

⑥、⑩は減免申請に隣
して生活状況を確認す
るため収集

⑭は、成年後見の送付

先登録の該当課確認の

ため収集

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿 (写真)

死亡の原因

事故 (ケガ)の状況

③

②
③
④
⑤

③
7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

①、②は減免申請に関
して生活状況を確認す
るため収集

鶉



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名  財務部市民税課

業務の名称

証明発行等窓口
管理責任者  財務部市民税課長

登録年月日

2002.3,11

2007.11.12

2013.5.13

2018,4.9

2004.4.12  2004.12.13

2011,3.14  2pll.9.12

2013,9.9   2014.10,20

2022.7.11変更

収集の時期 □ 定期 ■ 随時 収集の方法 日 本人等 回 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期  5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

税証明等の発行、名寄帳等の閲覧窓口を市

民税課に一元することで、市民サービスの向

上を図る

財務都市民税課 市・都民税賦課

財務部資産税課 固定資産税・都市計画税賦課

民オ務部納税課 市税収納(国民健康保険税 収納
市民都市民課及び

各市民センター
住民基本台帳

市民都市民課 東日本大震災避難者支援 (取 りまとめ)

都市づくり部建築開発審査課
長期優良住宅認定、

低炭素建築物新築等計画認定

対象となる個人の範囲

①納税者 (所有者)

②証明書及び閲覧請求者

③納税管理人

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

本人等への明示の方法

客略文書

記録の保管方法

①文書、電子媒体

②キャビネット

保管上の留意点
キャビネウトに施錠

備 考 本人等以外収集の根拠
ヽ □法令  □緊急 回公知  □その他



(第 1号様式 2)
業務の名称 証明発行等窓口 部 課 名 財務部市民税課一

個

人

情

報

記

　

　

　

録

の

項

目

(1) 基本的項 目 (2) 思想・信条等に関する項目
Э 氏名
2個人番号
Э 住所
Э 性丹可

Э 生年月日

Э 電話番号
Э 本籍
0国籍
② 世帯主との続柄
③ 親族関係
⑭ 家庭環境等
② 住民異動年月日

Э 異動事由

⑭ 筆頭者

9相続人
④ 納税管理人
9電子メールアドレス
③ 公的個人認証

③ 住民記録システム

注意情報

④ 個人番号カード

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

1

2

3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

☆収集の目的

⑦⑩⑭は相続人であ

ることを確認するため

I又集

⑭はDV被害者等支援
浩置を含む

⑪⑬は電子申請者か

らのみ収集

④の公的個人認証 と

は、秘密鍵、公開鍵、証
ヨ月書シリアル番号、発

行年月日、有効期間満

了日、失効事由をいい

ます

(3) 社会的地位等に関する項目 (4) 成績・資格等に関する項目
Э 職業・職歴
2地位
3学歴
④ 各種団体加入

蜘
③加入健康保険

Э加入年金

③加入介護保険
2学籍
③ 取得医療証
11

12

13            、

14

15

☆収集の目的

①④と⑥から⑩は|と

島謡等怪患却牛申請・発

行時に申請者の本人確
認を行うため収集

馨

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10 ′

11

12

13

14

15

☆収集の目的

④は、申請。発行時に申

請者の本人確認を行 う
ため収集

(5) 財産・収入に関する項目 (6) 心身等に関する項目
Э 収入状況

② 財産状況
③ 納税額等

④ 取引状況

Э 公的扶助の受給
6各種貸付金
⑦ 住居の間取り・図面
③ 金融機関名
③ 由座番号

③ 土地の状況

③ 建物の状況

② 自動車名 (標識番号)
③ 使用目的 (税証明)
⑭ 被災

☆収集の目的

④はクレジットカー

ド等により本人確認及
びキャッシュレス決済
に使用するため

⑤は証明手数料減免

判定のため収集

⑭は東日本大震災で

被災した納税者で税務

証明の手数料等の減免
を受ける者のみ

③③⑮はキキッ学‐

申請・

発行時に申請者の本人

確認を行 うため収集

1健康状況
2病歴
③ 障がいの状況

④ 容姿 (写真)
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

Э④は、申請・発行時に

申請者の本人確認を行

うため収集



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 財務部市民税課

業務の名称

軽自動車税賦課
管理責任者 財務都市民税課長

登録年月日

1989.10。 1  1991.3.18  1997.5,12  1999.3.こ

2007.11,12 2009.2.9 2009.11.9  2010.9,13

2013.1.21 2013.9.9 2014,10,20  2015,11.9

2016.3.14 2016.12.12 2018.2.19変 更

彎又集の時期 □ 定期  ■ 随時 収集の方法  日 本人等 J日 本人等以外  ■ 目的外利用
記録廃棄の時期   永年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)
業務廃上の時期 部  H果  名 業 務 の 名 称

業務の目的

適正な軽自動車税の賦課
各課共通 番号連携

財務部納税課
納税貯蓄組合、市税徴収 (滞納整理 )、

市税収納

防災安全部防災課 災害

市民都市民課及び各市民センター 住民基本台帳

市民都市民課 戸籍

市民部忠生市民セ ンター及び鶴

川市民センター
原動機付 自転車等の登録

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業

対象となる個人の範囲

①軽自動車税の賦課対象者及び原動機付
自転車等の譲渡者

②軽自動車税減免申請者

③①②に係る成年後見人・保佐人・補助人

④③が法人の場合その代理人

⑤住所表示実施等に伴う世帯主

地域福祉部生活援護課 生活保護

地域福祉部障がい福祉課
身体障がい児・者記録管理

情神障がい者保健福祉手帳
障がい者自立支援給付 (自 立支援医療 )

都市づくり部土地利用調整課 住居表示

部市づくり部地区街づ くり課 土地区画整理事業 (市施行)実施

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集)
機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

1)警察署 車の盗難届などに関する情報

本人等への明示の方法

口頭による説明
動軽自動車検査協会 軽自動車 (4輪)の登録に関する情報

9多摩自動車検査登録事務所 軽自動車 (2輪)の登録に関する情報

4)一般社団法人全国軽自動車協会連
△ △ 軽自動車税申告書 (2輪 。4輪 )

う)法務局 登記事項証明書

6)市区町村

・原付バイクなどの登録・課税に関する情

報
・戸籍・住民記録

記録の保管方法

①文書、電子媒体          ‐
②キヤビネット、保管庫、倉庫等に保管

7)都道府県 自動車等の課税に関する情報

9軽 自動車等の販売業者 怪自動車の登録に関する情報

つ)地方公共団体情報システム機構 (:
一LIS)       ′

怪自動車検査情報

保管上の留意点

キャビネット、保管庫、倉庫等にはすべて

施錠

10市区町村 (地方公共団体情報シス

テム機構経由)
lttl人番号を含む本人確認情報

備 考

本人等以外から収集の際、通知は省略とし

ます

本人等以外収集の根拠                  F Ⅲ
■法令  □緊急  □公知  ■その他

:(1)、 儒)、 15)、 16)、 P)は地方税法第20条の11
・ (1)、 (2)、 (3)、 (4)、 (5)、 (6)、 (7)、 (8)、 (9)は地方税法第450448条
。
(9)は三輪・四輪の軽自動車の税率が車両番号の指定を初めて受けた

年月等によって異なるため、」―LISか ら検査情報の提供を受ける。
・住0は番号法第14条第2項に基づき住民基本台帳ネットワークで個人番号を

含む本人確認情報を確認するため。
・軽自動車税の対象となる所有者の手続きの利便を図る。



(第 1号様式 2)
業務の名称 軽自動車税賦課 部 課 名 財務部市民税課

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1)基本的項目 (2)思 想・信条等に関する項目
③氏名
②個人番号

③住所
④性別

⑤生年月日

③電話番号

Э本籍
③国籍
②世帯主との続柄
③親族関係

Э家庭環境等
9住民異動年月日
9異動事由
⑭筆頭者
9相続人
④死亡

☆収集の目的

のは個人番与収集の際
の本人確認に使用する

隋報を含む。

⑭はDV被害者等支援
時置を含むど

9成年後見
D住民記録システム注
慧情報

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

1

2

3

4
5:

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項目 (4)成績・資格等に関する項目

Э 職業一職歴
2地位
3学歴
④ 各種団体加入
5賞罰
③ 力日入健康保険
Э 取得医療証
Э 力日入介護保険

② 自立支援給付

③ 力日入年金

嘲
12

13

14

15

☆収集の目的

④は納税貯蓄組合加
入の有無について収集

⑥⑩①は本人確認お

秒 のために

侠集

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

1

2

3

④

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

響

(5)財産 。収入に関する項目 (6)心身等に関する項目 
―

1収入状況
② 財産状況

③ 納税額等

④ 取引状況

9公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り・図面
③ 金融機関名
9日座番号
③ 自動車名
Э 罹災状況

9公共料金
9手当の受給
⑭ 支給金額 (助成の事実)

★収集の目的
Э③⑨は、本人確認のため
収集

⑫は課税資料にするた

め必要な場合に収集

畷

①は減免の際に罹災状

況を確認するため収集

①⑭は成年後見の送付

先登録の該当課確認及o
番号連携のため収集

健康状況

病歴

障がいの状況

容姿 (写真 )

1

2

③
④
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

☆収集の目的

囃

Q④は本人確認お芸

の

ため収集



(第 6号様式)

個人情報コンピユータ処理等登録票 部 課 名 財務部市民税課

管理責任者 財務部市民税課長
業務の名称

軽自動車税賦課

登録年月 日

システムの名称

軽自動車ワンス トップサービス

コンピュータ処理等の目的

新車購入時の軽自動車保有関係手続を電子化することにより、市民の利便を図るため。

七ンピュータ処理等の条件
・ ID、 パスワー ドにより操作者を限定する。
・業務上必要な項目しか収集しない。
・スクリーンセイバーを使用する。

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1 氏名

12 24

13 25

2 住所 14 26

３

４

５

６

７

８

９

生年月日 15 27

電話番号 16 28

財産状況 17 29

納税額等 18 30

自動車名 19 31

各種資格 20 32

21 33

10 22 34

11 23 35

備  考



(第 12号様式)

個人情報外部委託等登録票
部 課 名 財務都市民税課

管理責任者 財務部市民税課長
業務の名称

軽自動車税賦課
登録年月日

委託等の条件 ① 秘密の保持     :

② 第二者への提供の禁止

③ 指示目的以外の使用の禁止

④ 事故発生時の報告  ′

5再委託の禁止   ´

6複写界び複製の禁■

7情幸Rの管理方法の指定

8職員による立入り調査    ヽ

⑨ その他 (個本情報の適正な取扱ヤ

に関する基本方針整備済) '

指

定

管

理

者

委

託

先

又

は

名称及び所在地

地方共同法人 地方税共同機構

代 表 者 理事長

管理責任者 理事長

委託等の内

新車購入時の軽自動車税の申告受付を委託する。

委託等の理由     `  ラ
関係手続を電子化することにより、市民の利便を図るため。

委託等の期間

通年

委託等に係る保有個人情報の項目  12 24

1 氏名 13 25

２

　

　

３

、　

　

４

　

　

５

住所 14 26

生年月日 15 27

電話番号
｀ 16 28

財産状況 17 29

6イ 納税額等 18 30

7 自動車名           19

8 各種資格      ,   20

31

32

9 21 33

10 22 34

11

備  考



22町貝朴内第 341号
2023年 2月  1日

町田市情報公開・個人情報保護  :
導営審議会会長 川 野 秀 之 様

町田市長職務代理者
町田市副市長 榎本 悦次

個人情報保護条例の規疋
~に
基づく諮問について

「
―

個人情報保護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

記

「市税収納」業務における個人情報業務登録票の変更及び外部提供、コンピュータ処理
等について

※変更の理由

業務の実態に合わせた修正のため
「二_____」 |ま進と力日    |

添付書類   ,     I
・個人情報業務登録票
・個人情報外部提供登録票
・個人情報コンピュ‐夕処理等登録票

06987
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 財務部納税課

業務の名称

市税収納
管理責任者 財務部納税課長

1989,10.1

登録年月 日 2013.3.11

2020.3.9

1993.2.8  2010,9,13

2014.10.20  2016.3.14

2022.10.17変更

収集 の時期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法 ■ 本人等 日 本人等以外 ■ 目的外利用

記録廃棄の時期
会計年度終了後 7年で

焼却処分
◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的

安定した市財源の確保のため税納付の推

進を図るとまた未納者に対 しては、督促状

を出し、早急な納付を促す。

市民部市民協働推進課 町内会 。自治会

財務部市民税課 市・都民税賦課、軽自動車税賦課

財務部資産税課 鳳扇星冤礫岩繊議談口弾甲課

財務部納税課 瓢幾鋒警迷暮納妻審
)、

市民翠恵暑謎岳ブタ_ 住民基本台帳

地域福祉部福祉総務課 成年後見制度利用支援事業

対象となる個人の範囲    テ

1.納税の義務がある人
2.1に 係る成年後見人・保佐人・補助
人

3,2.が 法人の場合その代理人
4.住居表示等実施に伴 う世帯主
5.口座名義人

藝
市づくり部土申

rけ

用調整住居表示

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集)

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

名‐市町村 住民記録

特別徴収義務者 に民税の製紙湾探乞勤務状況
本人等への明示の方法

文書もしくは口頭による
票景妥学ム鞠籟桑晶誘団体

1暉

lttl人番号を含む本人確認情報

4 の

記録の保管方法

1.文書、電子媒体
2.キャビネット・書庫・倉庫
保管上の留意点

キャビネット・書庫・倉庫には全て施錠

備 考
本人等以外からの収集の際、通知は省略

とします。

本人等以外 H又集の根拠

■法令  □緊急  □公知  ■ その他
地方税法第 20条の 11
国税徴収法第 141条
適正かつ公平な市税収納のため

番号法第14条第2項に基づき住民基本台帳ネットワークで個
人番号を含む本人確認情報を確認するため。



部 課 名 財務部納税課市税収納

(第 1号様式 2)

業務の名称

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1)基本的項 目 (2)思想 。信条等に関する項目
① 氏名
② 個人番号

③ 住所
④ 性別  J
⑤ 生年月日

③ 電話番号
⑦ 本籍
③ 国籍
③ 世帯主との続柄
⑩ 親族関係
③ 家庭乗境等

② 在留資格
③ 住民異動年月日

⑭ 異動事由

③ 納税管理人

④ 相続人 (糸内税義務継承者)
9成年後見
③ 暗証番号     :
③ 住民記録システム注意情報
④ 電子メエアレアドレス

☆収集の目的

②は個人番号収集の

際の本人確認に使用

する情報を含むど

ЭはDV被 害者等支
暖措置を含む

③は、窓口で利用者

自身が契約 している

金融機関に本人確認

を行 うため及びクレ

ジット支払いの際に

l又集。但 し、蓄積は

しない。

主義 。主張

支持政党

宗教

趣 味 嗜好

1

2

3

4
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(3)社会的地位等に関する項 目 (4)成績・資格等に関する項 目
Э 職業・職歴

0,地位
3学歴   ′
④ 各種団体加入
5賞罰
③ 力日入健康保険
Э 力日入年金

③ 力日入介護保険
② 取得医療証

③ 自立支援給付
11

12

☆収集の目的

③③⑩は、
・
成年後見の

送付先登録の該当課確

認のため収集   ―

学業成績

勤務成績

各種試験成績

各種資格

1

2

3

④
5

6

7

8

9

10

11

12

☆収集の目的

④は、成年後見の送付

先登録時の資格確認の

ため収集

(5)財産・収入に関する項目 (6)心身等に関する項目
Э 収入状況

② 財産状況

Э 納税額等
④ 取引状況

Э 公的扶助の受給
6各種貸付金
7住居の間取り。図面
Э 金融機関名
2日座番号
③ 自動車名

9土地の状況    |`
② 建物の状況

③ 罹災状況

Э 手当の受給
9支給金額 (助成の事実)

☆収集の目的

⑭⑮は、成年後見の送

付先登録の該当課確認

のため収集

1健康状況
2病歴
③ 障がいの状況
④ 容姿 (写真 )

5    ,
6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

④は、成年後見の送付

先登録時の資格確認の

ため収集



個 人 情 報 _｀

日:的外利用・外部提供登録票
部 課 名  財務部納税課

管理責任者  財務部納税課長

登録年月日

業務の名称

声税収納

区 分   □ 目的外利用   日 外部提供
利用・提供の期間

通年

名 称          イ

地方共同法人 地方税共同機構
利用・提供の方法
1閲｀、覧
2文書による通知、複写
③ コンピュータ処理等 (業務システム)
4その他継続検査

の名称

管理責任者

理事長

利

用

・
提

供

先

利用・提供の条件  ′

提供目的外の使用を禁止

利用・提供の日、的又は理由

継続検査で必要な納付情報を確認するため

利用・提供の法令等の根拠
なし

利用・提供に係る個人情誹の項目

1 財産状況

12 24

,13 25

.2:納税額等 14 26

3 自動車名 15 27

４

５

６

７

８

16 28

17 29

18・

19 31

20 32

9 21 38

10 22 34

11 23 35

備 考
外部提供の際、本人等今の通知・同意は省略とします。



(第 0号様式)

ョンピゴニタ処理等登録票 部 課 名 財務部納税課

管理責任者 財務部納税課長
業務の名称

市税収納

登録年月 日

システ小の名称
｀
軽自動車税納付確認システム

コンピユータ処理等の目的                   .
軽自動車税 (種別割)の車両ごとめ納付情報を、軽自動車検査協会がオンラインで確認することができること

で、継統検査窓日において「継続検査用納税証明書」の提示が原則不要となり、市民の利便性を図ることができ

るため                     た                  ヽ

コンピュ〒夕処理等の条件.     :
・ ID、 パスワードにより接続を限定する。

・業務上必要な項目しか比又集しない。 ,

・スクリィンセ.rrミーを仁用する。

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目  t

l 財産状況    i

12 24イ

13 25

2 納税額等 14 26

3 自動車名 15 27

４

５

６

一

７

８

９

16 28

17

18 30

19

20

21 33

10 22 34

11 23 85



（第５号様式） 

個 人 情 報 

目的外利用・外部提供登録票 

部 課 名  財務部納税課 

管理責任者 財務部納税課長 
 業務の名称 

 

市税収納 登録年月日  

 利用・提供の期間 

 通年 区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供 

利 

用
・
提 

供 

先 

 名 称 

市区町村 

 利用・提供の方法 

   １ 閲 覧 

   ２ 文書による通知、複写 

   ③ コンピュ－タ処理等（業務システム） 

   ４ その他 
 業務の名称 

 軽自動車税賦課・収納 

 利用・提供の条件 

 提供目的外の使用を禁止  管理責任者 

 市区町村長 

 利用・提供の目的又は理由 

軽自動車の登録状況を確認するため 

 利用・提供の法令等の根拠 

 なし 

利用・提供に係る個人情報の項目 １２  ２４   

１ 財産状況 １３  ２５   

２ 納税額等 １４  ２６   

３ 自動車名 １５  ２７   

４  １６  ２８   

５  １７  ２９   

６  １８  ３０   

７  １９  ３１   

８  ２０  ３２   

９  ２１  ３３   

１０  ２２  ３４   

１１  ２３  ３５   

       
 備 考 

 外部提供の際、本人等への通知・同意は省略とします。 

 

06987
スタンプ

06987
スタンプ



（第５号様式） 

個 人 情 報 

目的外利用・外部提供登録票 

部 課 名  財務部納税課 

管理責任者 財務部納税課長 
 業務の名称 

 

市税収納 登録年月日  

 利用・提供の期間 

 通年 区 分   □ 目的外利用   ■ 外部提供 

利 

用
・
提 

供 

先 

 名 称 

軽自動車検査協会 

 利用・提供の方法 

   １ 閲 覧 

   ２ 文書による通知、複写 

   ③ コンピュ－タ処理等（業務システム） 

   ４ その他 
 業務の名称 

 継続検査 

 利用・提供の条件 

 提供目的外の使用を禁止  管理責任者 

 理事長 

 利用・提供の目的又は理由 

継続検査で必要な納付情報を確認するため 

 利用・提供の法令等の根拠 

 なし 

利用・提供に係る個人情報の項目 １２  ２４   

１ 財産状況 １３  ２５   

２ 納税額等 １４  ２６   

３ 自動車名 １５  ２７   

４  １６  ２８   

５  １７  ２９   

６  １８  ３０   

７  １９  ３１   

８  ２０  ３２   

９  ２１  ３３   

１０  ２２  ３４   

１１  ２３  ３５   

       
 備 考 

 外部提供の際、本人等への通知・同意は省略とします。 

 

06987
スタンプ

06987
スタンプ



22町子推第 1164号
2023年 1月 27日

町田市情報公開・個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

田丁田市長職務代理者
町田市副市長 榎本 悦次

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報イ呆護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

1.「一・時保育事業」業務における個人情報業務登録票の変更及びコンピュニタ処理等、
外部委託等について                        f
2:「士也九或子育モ相談センタエ」業務におけるコンピュ■夕処理等について

※変更の理由  1      :
オンラインによる一時保育利用予約受付システムを利用するため。

「    」は追加

添付書類
。個人情報業務登録票
・個人情報ヨンピユ■夕処理等登録票
・個人情報外部委託等登録票

記

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子 ども生活部子育て推進課

業務の名称

一時保育事業

管理責任者 子 ども生活部子育て推進課長

登録年月日 嬰雙・192009.2.92014.10.202022.411
収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法 ■ 本人等 ■ 本人等以外  ■ 目的外利用

記録廃棄の時期 5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用 )

業務廃上の時期 部   課   名 業 務 の 名 称

業務の目的

・保護者の疾病、入院、看護等緊急的な事情

や、短時間または非定型就労等で子どもの保

育が困難な場合に保護者の申込を受けて、町

田市立保育園で一時的に保育を実施する!

・市内私立保育園等の在園児が、緊急の体園

等により保育の提供を受けられない場合に、

市立保育園が代替保育を実施する。

市民
1市
民
各
課
器貧センター 住民

基本台帳

子ども生活部子育て推進課 地域子育て相談センター

対象 となる個人の範囲

利用登録を行った者。
i 一時保育対象乳幼児
・ 保護者及び緊急連絡先となる者

本人等への明示の方法

口頭により本人の了解を得る。

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )
機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

保護者 緊急連絡先となる者

記録の保管方法

・文書、電子媒体

・キャビネット、書庫に保管

保管上の留意点

キャビネット、書庫に施錠

備 考   「

本人以外か らの収集の際の通知は省略

とします。

本人等以外収集の根拠~  
□法令  画緊急  □公知  ~■ その他

保護者と連絡をとれない場合、他の緊急連絡先が必要となるため。



部 課 名 子ども生活部子育て推進課
(第 1号様式 2)
業務の名称  一時保育事業

個

人

情

報

記

録

の

項

目

(1)基 本的項 目 (2) 思想・信条等に関する項 目
① 氏名
2個 人番号
③ 住所

④ 性別

⑤ 生年月日

⑥ 電話番号
7本籍
8国籍
⑨ 世帯主との続柄
10親族関係
① 家庭環境等

⑫ 利用理由

④住民記録システム注意情報
メール ア レ ス

15

6

☆収集の目的

⑤は一時保育対象乳幼

児について収集

③は保護者及び緊急連

絡先となるものから収

集

③,① は一時保育対象

乳幼児について収集

②は保護者から収集

1

2

3

④
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

主義・主張

支持政党

宗教

趣味・嗜好

☆収集の 目的

④は、一時保育対象乳

幼児について収集

(3)社 会的地位等に関する項 目 (4)成 績・資格等に関する項 目
① 職業工職掻
2地位
3学歴
4各 種団体加入
5賞罰
⑥ 保育・幼稚園名
7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

Oは保護者及び緊急
連絡先 となるものか

ら収集

③は一時保育対象平E
rム

カ児について収集

1学 業成績
2勤 務成績
3各 種試験成績
4各 種資格
5

6

7

8   
｀

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(5)財 産 。収入 に関す る項 目 (6) 心身等に関する項 目
1

2

3

4
5

6

7

8

9

⑩

11

12

13

14

15

収入状況

財産状況

納税額等

取引状況

公的扶助の受給

各種貸付金

住居の間取 り。図面

金融機関名

口座番号

各種手数料等

☆収集の目的

⑩は保護者及び緊急

連絡先 となるものか

ら収集

① 健康状況

② 病歴

③ 障がいの状況

④ 容姿 (写真)

⑤
⑥
⑦
8

9

10

11

12

13

14

15

医療

行動

心身

機関名
。性格

の発達状況

☆収集の目的

Э,⑥,⑦は一時保育
対象乳幼児について収

集



(第 6号様式)

個人情報〒ンピュータ処理等登録票 部 1課 名 子ども生活部子育て推進課

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長
業務の名称

一時保育事業

システムの名称
一時保育予約システム

平ンピュータ処理等の目的

一時保育の利用予約事務を効率的かつ正確に執行するため。

業務上不必要な項目は収集 しない。

ID・ パスワー ドにより操作者を限定する。     .     、 1

嘱託 。会計年度任用職員は管理責任者の許可を受け、データの入力及び検索業務等に関してぃ

職員の補助者として端末操作をおこなう。     |                .

ヨンピ■―夕処理等の条件

ヨンピュータ処理等をする

個人情報の項目
12健康状況 24

1 氏名 13病 歴 ´ 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14障 がいの状況 26

15容 姿 (写真) 27

生年月日 16医 療機関名 2・ 8

電話番号 r″ 行動・性格 29

世帯主との続柄 18′ 心身の発達状況 30

家庭環境等 19 31

不可用理由 20 32

電子メールアドレス 21 33

10趣 味・嗜好 22 34

11職 業 23 35

備  考



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

管理責任者 子ども生活部予育て推進課長

登録年月 日

業務の名称
一時保育事業

システムの名称

電子メール

コンピユータ処理等の目的

一時保育の利用に必要な情報を保護者に確認するため

コンピュータ処理等の条件
ID・ パスフ●ドにより端末の操作者を限定する。
スクリエンセーバーを利用ケる。   ・
電子メ'―ルは、業務終了後、速やかに処分すると

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目   、

1 氏名

12健康状況′

13病歴

24

25

２

３

４

６

６

７

８

９

住所 14障 がいの状況 26

Jl生用町 15医療機関名 271

生年月 日 16行動 ,性格 28

電話番号 17心 身の発達状況 29

世帯主との統柄 30

家庭環境等 19 31

利用理由 20 32

電子メールア ドレス 21 33

10趣 味 ィ嗜好 22 34

li職 業 ' 23 35



(第 12号様式)1

個人情報外部委託等登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

業務の名称 登録年月 日
一時保育事業

委託等の条件 ① 秘密の保持

第二者への提供の禁止

指示 目的以外の使用の禁止

事故発生時の報告

再委託の禁止

複写及び複製の禁止

情報の管理方法の指定

職員による立入 り調査

その他

指
定
管

理
者

名称及び所在地

一時保育予約システム提供業者

②

③

④

⑤

⑥

⑦

③

9

託

代 表 者 代表取締役
イま

管理責任者 代表取締役

委託等の内容

一時保育の利用予約について、利用希望者からの利用希望施設、

利用希望 日時の ノクエス ト受付業務を事業者に委託する。

委託等の理由

一時保育の利用予約事務を効率的かつ正確に執行するため。

委託等の期間 通年

委託等に係る保有個人情報の項 目 12 健康状況 24

1 氏名 13 病歴 25

２

３

４

５

６

７

８

９

住所 14 障がいの状況 26

性男町 15 容姿 (写真) 27

生年月日 16 医療機関名 28

電話番号 17 行動・性格 29

世帯主との続柄 18 心身の発達状況 30

家庭環境等 19 31

利用理由 20′ 32

電子メールア ドレス 21 83

10趣 味 。嗜好 22 34

11職 業 23 35

備  考



(第 6号様式)

個人情報コンピュータ処理等登録票 部 課 名 子ども生活部子育て推進課

業務の名称

地域子育て相談センター

管理責任者 子ども生活部子育て推進課長

登録年月 日

システムの名称

オンライン行政手続サービス

コンピュ下夕処理等の目的

以下の業務を迅速かつ正確に行うため     、
①子育てひろば事業における講座・イベント等の予約・管理

②①の利用者アンケー トの集計

ヨンピュータ処理等の条件
・業務上不必要な項目は収集しない
。Ip、 パスヮードにより操作者を限定する
。スクリーンセエバーを使用する
・嘱託・会計年度任用職員は管理責任者の許可を受け、データの入力及び検索業務等に関して職員の補助者と
して端末操作を行う

コンピュータ処理等をする

個人情報の項目

1  氏名

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

住所

性男可

生年月 日

電話番号

電子メールア ドレス

感想・意見

相談内容 (所見含む)

29

備 考
本シス冴ムには、町田市で利用しているSNS「 LINE」 の町田市公式アカウントから遷移します。
人情報の保有は行いません。

「LINE」 での個



22町子総第1579号
2023年 1月 27日

町田市情報公開。個人情報保護
運営審議会会長 川 野 秀 之 様

t

町田市長職務代理者
町田市副市長 榎本 悦次

個人情報保護条例の規定に基づく諮問について

個人情報イ呆護条例の規定に基づき、下記のことを諮問いたしますのでご審議のほどよろ
しくお願いいたします。

「児童手当 (2012年創設)」 業務における個人情報業務登録票、個人情報コンピ■
―夕処理等登録票の変更及び目的外利用について

Ⅲ※変更の理由  ゝ`
学校給食費の児童手当がらの徴収を始めるため

イま追力日

添付書類      、    ヽ
・個人情報業務登録票
。個人情報目的外利用登録票

`個人情報章ンピユータ処理等登録票

記

,     
「

B2564
スタンプ



(第 1号様式 1)

個人情報業務登録票 部 課 名 子ども生活部子ども総務課

業務の名称

児 童 手 当  (2012年 創設)
管理責任者 子ども生活部子ども総務課長

登録年月 日
2012.5。 14

2018.5.14

2014.10.20  2016.3,14

2019.7.8 2022.′ 10117変 更

収 集 の 時 期  ■ 定期  ■ 随時 収集の方法  日 本人等  ■ 本人等以外  ■ 自的外利用

記録廃棄の時期  資格喪失後 5年 ◆ 他の業務からの収集 (目 的外利用)

業務廃上の時期 部  課  名 業 務 の 名 称

業務の目的        I
次代の社会を担 う子どもの健やかな育ち

を支援するため、養育する保護者に手当を支

給する。

各課共通 番号連携

奪務都市民税課 市・都民税賦課

議務部納税課 市債権徴収一元化

市民都市民課及び

各市民センター
l主民基本台帳

ぃきいき生活部保険年金課
ヨ民年金資格、

国民健康保険被保険者資格

子ども生活部子ども総務課

子ども手当、乳幼児医療費助成、

義務教育就学児医療費助成

葛校生等医療費助成

対象となる個人の範囲
・児童手当の申請者、その配偶者及び申請者

に養育される、 18歳に達する日以後の最
初の 3月 31日 までの間にある者
・児童手当の受給者、その配偶者及び受給者

に養育される、 18歳に達する日以後の最
初の3月 31日 までの間にある者
!児童が入所している施設の設置者及び委証

されている里親

辛校給食

◆ 他機関等からの収集 (本人等以外収集 )

機 関 名 等 業務の名称又は収集内容

l也市区町村 受給資格及び受給状況

本人等への明示の方法

・ 口頭にて説明する
。申請書に記載する

東京都福祉保健局

少子社会対策部育成支援課
受給資格及び受給状況

各児童相談所 児童の委託及び施設入所状況

市区町村 (地方公共団体情報

システム機構経由)
lttl人番号を含む本人確認情報

記録の保管方法

① 文書、電子媒体

② キャビネットに保管

保管上の留意点

キャビネットに施錠

備 考
本人等以外から収集の際、通知は省略とし

ます。

本人等以外収集の根拠      
｀

■法令  □緊急  回公知  ■その他
手当の適正受給と重複支給の防止のため。

番号法第14条第2項に基づき住民基本台帳ネットワークで個人番号を

含む本人確認情報を確認するため。      ,
)



(第 1号様式2)
業務の名称 児童手当 (2012年創設) 部 課 名 子ども生活部子ども総務課

個

人

情

報
　
　
　
記
　
　
　
録

の

項

目

(1) 基本的項目 (2) 思想・信条等に関する項目
① 氏名
② 個人番号
③ 住所
④ 性別

⑤ 生年月日

③ 電話番号
7本籍
③ 国籍
③ 世帯主との続柄
③ 親族関係

③ 家庭環境等
② 住民異動年月日

③ 異動事由

⑭ 在留資格
③ 死亡

④ 成年後見

9住民記録システム注意情報
③ 電子メールアドレ

・
ス

☆収集の目的

②は個人番号収集の際
の本人確認に使用する

情報を含む。

⑩は申請者及び受給者
が未成年後見人である
ことを確認する必要が

ある場合のみ収集

⑬は電子申請の場合の

み収集

1主義・主張
2支持政党
3宗教
4趣味■嗜好
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(3) 社会的地位等に関する項目 (4) 成績・資格等に関する項目
③ l職業・職歴
2地位
3学歴
4各種団体加入
5賞罰
③ 力日入健康保険

⑦ 力日入年金

③ 不可用施設名

③ 取得医療証
10

11

12‐

13

14

15

☆収集の目的 1学業成績
2勤務成績
3各種試験成績
4各種資格
5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

☆収集の目的

(5)財 産 。収入に関する項目 (6) 心身等に関する項目
③ 収入状況

② 財産状況

Э 納税額等
4取引状況
Э 公的扶助の受給 .
Э 各種貸付金
7住居の間取り。図面
Э 金融機関名

② 口座番号

③ 手当の受給

12

☆収集の目的 ③ 健康状況
2病歴
③ 障がいの状況
4容姿
5

6

7

8 1
9

10

11

12

☆収集の目的



(第 5号様式)

個 人 情 報

目的外利用・
部 課 名  子ども生活部子ども総務課

管理責任者  I子ども生活部子ども総務課長

登録年月日|'  児童手当 (2012年創設)

業務の名称

区 分   ■ 目的外利用   □ 外部提供

利用・提供の期間

通年

名 称
学校教育部保健給食課

利用・提供の方法

① 閲 覧     ・

2文書による通知、複写
③ ロンピユータ処理等 (庁内ネットワ‐ク)
④ その他 (口頭・電話)イ

の 禁止

イ

学校教育部保健給食課長

管理責任者

業務の名称

学校給食

利

用

・
提
」
供

先

利用 。提供の目的スは理肖
児童手当から学校給食費へ充当できるか確認するため

利用 ,提供の法令等の根拠
なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

r 氏名 13 25

2 住所 14 26

3 Jl生丹可 15
｀
 27

4 生年月日 16 28

5 世帯主との統柄 17 29

6 手当の受給 18 30

７

　

　

８

　

　

９

19 31

32

2■ 38

10 22 34

11 23 35

目的外利用の際、本人等への通知・同意は省略とします。

備  考



(第 5号様式)3

個 人 情 報

目的外利用・外部提供登録票

部 課 名 学校教育部保健給食課

業務の名称

学校給食

管理責任者 学校教育部保健給食課長

登録年月日

利用・提供の期間

通年
区 分   ■ 目的外利用 ― □ 外部提供

不可

用

提

供

先

名 称
子ども生活部子ども総務課

利用・提供の方法

① 閲 覧
2文書による通知、イ(夏写
③ コンピュータ処理等 (庁内ネットワーク)

④ その他 (口頭・電話)

業務の名称

児童手当 (2012年創設)

利用・提供の条件

利用目的以外の使用を禁止します。管理責任者

子ども生活部子ども総務課長

利用・提供の目的又は理由     f
児童手当から学校給食費へ充当できるか確認するため

利用・提供の法令等の根拠

なし

利用・提供に係る個人情報の項目 12 24

1 氏名 13 25

2

3

4

5

6

7

8

9

住所 14 26

性月町 15 27

生年月 日 16 28

世帯主との続柄 17 29

学籍 18 30

学校徴収金 (給食費) 19 31

20 32

21 33

10 22 34

■ 1 23 35

備 考
目的外利用の際、本人等への通知 。同意は省略とします。



(第 6号様式)

個人情報コンピユータ処理等登録票 部 課 名 子ども生活部子ども総務課

業務の名称

児童手当 (2012年 倉1設 ) 管理責任者 子ども生活部子ども総務課長

登録年月 日 2021.11.8

システムの名称
マイナポータルぴったリサービス (オンライン申請)

コンピュータ処理等の目的
「児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求」等の手続について、マイナポータルぴったり

サービスを利用して電子申請を可能とすることで申請者の利便を図るとともに、受付事務の効率化を図る。

コンピュータ処理等の条件

業務上必要のない項目は収集 しない。                 '
ID・ パスワー ドにより操作者を限定する。
スクリーンセーバーを使用する。

町田市とマイナポータルぴったリサービス間の情報交換は、行政専用回線 (LG―WAN)を 使用する。

コンピユータ処理等をする

個人情報の項 目

1 氏名

12電 子メールア ドレス 24

13死 亡 25

２

３

４

５

６

７

８

９

個人番号 14職 業・職歴 26

住所 15加 入健康保険 27

性男け 16加 入年金 28

生年月日 17利 用施設名 29

電話番号 18金融機関名 30

国籍 19口 座番号 31

世帯主との続柄 20手 当の受給 32

親族関係 21学 校徴収金 (給食費) 33

10家 庭環境等 22 34

11在 留資格 23 35

備  考



２０２３年２月１３日 

地域福祉部福祉総務課 

 

個人情報の紛失事故について 

 

 

標記の件について、下記のとおり、報告いたします。 

 

 

記 

 

１ 事故の内容 

市では、災害時に避難行動要支援者（※1）の避難を支援するため、「避難行動要支援

者名簿」（以下、「名簿」という。）を、避難支援に携わる関係者（※2）に提供していま

す。このたび、関係者の１人が名簿を紛失したことが判明しました。 

 

(※1)要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に配慮が必要な方）のうち、

自ら避難することが困難な方であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに特に支援を必要とする方。 

 

(※2)町田警察署、南大沢警察署、町田消防署、民生委員、社会福祉法人 町田市社会

福祉協議会、地区社会福祉協議会、町内会・自治会、自主防災組織 

 

２ 紛失した個人情報 

  「避難行動要支援者名簿」（36 人分） 

   内容：氏名、住所、生年月日、性別、電話番号（18 人分）、障がいや介護等の状況 

 

３ 経緯 

1 月 19 日（木）に当該関係者から名簿が見あたらないとの報告があり、市から再度よ

く探すように指示しました。 

その後、探しましたが見つからず、1月 31 日（火）に、紛失したことに間違いない旨

の報告があり、2月 1日（水）に町田警察署へ紛失届を提出しました。 

なお、現在まで、名簿は発見されておりません。 

  

４ 対応状況 

名簿に記載されていた 36 人に、経過説明と謝罪を行っています。 

今後はこのような事故が発生しないよう、避難支援に携わる関係者に対し、個人情報

管理の徹底を改めて周知するとともに、随時、名簿の保管状況について確認してまいり

ます。 

08306
スタンプ
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